
東日本大震災による建築被害等への対応について 

    東日本大震災による建築被害状況の 
  現地調査等の実施 

 建築被害を踏まえた建築物の安全確保
に向けた技術検討の推進 

検討成果(※)に基づく対策 

○ 国土技術政策総合研究所に設置した建築構造基
準委員会[委員長:東京大学久保教授]において東日
本大震災による建築被害状況等の現地調査を実施
(4月２１～２２日)し、関連調査等を含めたデー
タ等を分析し、23年夏頃までに報告をとりまと
める【別紙１参照】 

○ 以下の技術的検討を行い、指針等を整備 
 ・津波危険地域における建築基準等の整備に資す

る検討 
   -津波に対し構造安全性等が確保される建築物の

要件 
     -津波危険地域における避難安全確保対策 
 ・地震被害を踏まえた非構造部材の基準の整備に

資する検討   
○ 実施主体は公募し、建築基準整備促進事業 
（補助事業）により支援【別紙２参照】 
（23年7月までに中間的成果を国に報告） 

検討 

成果 

（※）23年夏頃に技術的資料としてとり 
  まとめ、国より公共団体等に情報提供 

○ 津波危険地域を有する公共

団体における災害危険区域の

指定及び当該区域内における

安全対策のための建築制限の

導入 

 

○ 津波危険地域における避難 

 ・誘導体制の整備 

 

○ 指針等に基づく津波に対し

安全な建築物の整備の推進 

 

○ 指針等に基づく非構造部材

に係る安全対策の推進 

             等 

 平成23年3月11日に発生した東日本大震災による建築被害を踏まえた建築物の安全性確保対策が的確に推
進されるよう、国の委員会による現地調査に基づく被害状況の分析、関連の技術的検討等を推進し、検討成
果を23年夏頃にとりまとめ、情報提供等を通じ関係対策を推進する。 
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平成２３年４月１９日 
国 土 交 通 省 
国土技術政策総合研究所 

     

 

東日本大震災建築被害状況等の建築構造基準委員会による現地調査の実施について 

 
東日本大震災による建築被害を踏まえた建築物の安全性確保対策が的確に推進されるよう、

国土技術政策総合研究所における、建築物の構造基準原案を検討するための建築構造基準委

員会において、（独）建築研究所と協力し、建築被害状況等の現地調査を行いますのでお知ら

せします。 

 

１．日程 

  平成２３年４月２１日（木）午後～４月２２日（金） 

 

２．調査対象地区 

  ４月２１日(木) 宮城県石巻市内、同女川町内及び同南三陸町内 等 

  ４月２２日(金) 宮城県仙台市内、同名取市内及び福島県須賀川市内 等 

  注）現地の交通事情等により、変更することがあります。 

３．調査団構成 

  建築構造基準委員会のうち以下の委員 

   委 員 長 久保 哲夫 東京大学大学院工学系研究科建築学専攻 教授 

   委  員 平石 久廣 明治大学理工学部建築学科 教授 

   委  員 安村  基 静岡大学農学部環境森林科学科 教授 

   協力委員 奥田 泰雄 （独）建築研究所構造研究グループ 上席研究員 

   協力委員 福山  洋 （独）建築研究所構造研究グループ 上席研究員 

  国土技術政策総合研究所 建築研究部 

   建築新技術研究官 向井 昭義 

   基準認証システム研究室長 深井 敦夫 

   基準認証システム研究室 主任研究官 井上 波彦 

  住宅局建築指導課 

   建築安全調査室長 春原 浩樹 



民間知見の活用による建築物の安全性確保対策に資する技術的検討の推進について 

 東日本大震災による建築被害等を踏まえ、津波危険地域における安全性等の確保や非構造部
材の安全対策に資することを目的とし、民間知見を活用した基準整備等を推進する建築基準整
備促進事業の仕組みを活用して、以下の事項に関し検討を行う。 
 ○ 津波避難ビルの構造設計法等の検証 
 ○ 被災地域における避難安全確保対策 
 ○ 地震被害を踏まえた非構造部材の安全確保対策 

国土交通省  民間主体 

住宅局 

１. 対応（基準整備等）が
必要な事項に関し技術
的課題を設定 

９. 技術資料原案等を踏ま

え、基準策定・技術関

連情報の提供 

２. 課題毎に調査内容 
 （基準原案作成に必要

な実験、解析等の仕
様・条件等）の設定 

８. 成果を踏まえ、他の

知見等も総合化して技

術資料原案等を作成 

国土技術政策総合研究所 
３. 調査内容等の提示 
 ・調査主体の公募 

４. 応募 

５. 調査主体の選定 

７. 成果(分析・技術
的検討結果 等) 

 の提出 
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６. 実験、解析等

の実施 
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法律の概要 

→ 通常の災害では、被災後２ヶ月以内に復興に向けたまちづくりの方針を定 
 め、被災後最長２年の建築制限が可能となる被災市街地復興推進地域を都市 
 計画決定することが見込まれる 
→ 東日本大震災で未曾有の甚大な被害を受けた市町村には、都市計画の方針 
 の策定や諸手続の実施が困難な地域もあり、実質的に２ヶ月以内の都市計画 
 決定は不可能な状況。 
 期間の延長が必要である旨、宮城県からの要望（４月８日付）。 

    被災地域における市街地の健全な復興の支障となるような建築を防止するため、建

築基準法第８４条により、災害が発生した日から１ヶ月以内の期間においては、特定行
政庁は区域を指定し、期間を限って、その区域内における建築物の建築を制限・禁止
することができる（延長の場合、最長で２ヶ月まで可能）。 

施策の現状・背景 

【東日本大震災における宮城県・石巻市の状況】 

   平成２３年３月１１日（金）  東日本大震災の発生 
          ４月 ８日（金）  建築制限区域・期間の指定（～１１日） 
           ４月１２日（火）  建築制限区域・期間の指定を１ヶ月延長（～５月１１日） 
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    東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地を所轄する特定行政庁は、災害発

生の日から６ヶ月（延長の場合、最長で８ヶ月）以内の期間に限って、指定した区域の
建築を制限・禁止できることとする。 
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 東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地の健全な復興を図るため、特定行政
庁は、区域を指定し、災害発生の日から６ヶ月（延長の場合、最長で８ヶ月）まで建築の
制限・禁止を行えるよう特例措置を設ける。（平成２３年４月２９日公布・施行） 

●東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地における建築制限の特例 
 に関する法律について 

資料３－２ 




